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中国人民銀行は2016年１月22日、「全範囲クロスボーダー融資マクロプルーデンス管理試行の拡大に関する

通達」（銀発「2016」18号通達）、4月29日、「全国範囲における全範囲クロスボーダー融資マクロプルーデンス管

理の実施に関する通達」（銀発「2016」132号通達）を発表しましたが、中国の外債管理の新モデルを全国に展開

されました。通達の内容は下記の通りです。 

 

① 外債管理の新モデルを全国展開について 

 １８号通達 １３２号通達 

適用対象 

上海、広東、天津、福建の４つの自由貿易区

の非金融企業（不動産企業、地方融資プラッ

トホーム会社を除く）、国内２７の銀行 

国内企業（不動産企業、地方融資プラットホーム会

社を除く）人民銀行などの批准により設立した法人

金融機関 

管理機構 
試行金融機構の場合：中国人民銀行 

試行企業の場合：国家外貨管理局 

２７の銀行金融機構の場合：中国人民銀行 

企業、その他金融機構の場合：国家外貨管理局 

融資リスク加重残高上

限の計算基準資本 

試行企業の場合：純資産 

試行金融機構の場合：コア資本（１級資本） 

企業の場合：純資産 

非銀行金融機構の場合：資本金（払込資本金・株

式資本金＋資本金積立） 

銀行類金融機構の場合：コア資本（１級資本） 

海外資金調達の実質上

限額 

試行企業の場合：純資産額の１倍 

試行金融機構の場合：コア資本の０．８倍 

企業の場合：純資産の１倍 

非銀行金融機構の場合：資本金（払込資本金・株

式資本金＋資本金積立）の１倍 

銀行類金融機構の場合：コア資本の０．８倍 

 

② 今回変更後の納付比率について（132号通達） 

リスク因数 区分 数値 

期限リスク転換因数 
中長期融資（１年超過） １ 

短期融資（１年以下） １．５ 

類別リスク転換因数 
オンバランス融資 １ 

オフバランス融資 １（暫定） 

為替リスク転換因数  ０．５ 

 

同通達の利用は1年の過渡期を設けています。今後、外貨管理局は管理詳細を発表する予定、現時点では意

見収集している模様。 

以上 


